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表彰します！ ”一栄沢渋の和令“ 
優れた経営と 社会貢献を行う

全国の企業経営者を御推薦く ださ い。　

彩の国 埼玉県
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前回の受賞者  （ 五十音順）　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　    ※役職名等は、受賞当時のものです。

　 （ 株） 丸沼倉庫は、倉庫等の不動産賃貸業を行う 企業です。1969年創業。従業員数9人。
　 同氏は、1978 年、代表取締役に就任。合計床面積３ 万坪を 超える５ 棟の倉庫を 完成さ せる など、業容
を 拡大し 、長期契約の中で入居企業の業績が悪いと きには賃料を下げる など、短いス パン での利益では
なく 、息の長い仕事を 通じ て利益の確保に努めていま す。
　

　  （ 株） 八天堂は、パンの製造・ 小売を 行う 企業です。1933年創業。従業員数241人。
　 同氏は、2008 年、冷やして食べる「 く り ーむパン」 を開発、パンの手土産市場と いう 需要を生み出し 、
現在は海外にも 進出していま す。企業経営の目的を「 人づく り 」 と し 、社内ベンチャ ーによ る 新会社の
設立や農業・ 福祉領域の課題解決に努めていま す。
　

　 　 鈴与（ 株） は、港湾、海上、自動車運送を行う 企業です。1801年創業。従業員数1,146人。
　 　 同氏は、主力の物流事業では、ド ライバーの労働負荷や拘束時間を 低減する ため、中間拠点を 起点
　 と し た「 中継輸送」 や、ト ラ ッ ク によ る 輸送を 船舶に転換する「 モーダルシフト 」 を 推進する など 長年

　 また、コ ロ ナ禍で尽力している 医療機関を支援する ため、朝霞市に救急車他を寄附。能登の震災ではト イレト レ ーラ ーを
派遣し たほか、被災地支援と して珠洲焼存続の一助と なる べく 陶芸機材を 寄附さ れていま す。

独自の物流改革に取り 組んでいま す。ま た、2008 年にはフジド リ ームエアラ インズ（ F DA ） を 設立。『 地産地翔』 を 企業
理念に、地方と 地方を 結ぶ交流の懸け 橋と して、地方の交流人口を 増やし 、地域間の結びつきを強化、各地域の文化や経
済の発展に大きく 貢献さ れていま す。

　 また、2017 年には千葉県木更津市に現地の社会福祉法人と 共同で、就労継続支援Ｂ 型と しても 機能する「 八天堂きさ
ら づ工場」 を開始する など、福祉領域の課題解決に貢献さ れていま す。
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株式会社八天堂　 代表取締役
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　 ２ ０ ２ ５ 年日本国際博覧会(大阪・ 関西万博)が本年４ 月に開幕となり 、多くの

方が世界各国から 集めら れた英知に触れ、未来社会の可能性を実感されてい

ます。今から１５ ８ 年前、本県出身の渋沢栄一翁も 、幕府使節団の一員としてパ

リ 万国博覧会を訪れており 、そこで得ら れた体験と 感銘が、渋沢翁の人生に大

きな影響を与えたと いわれています。

　 「 日本資本主義の父」 と 称される 渋沢翁は、５ ０ ０ 社を超える 企業の設立や

運営に携わると ともに、福祉や教育、国際親善など 約６ ０ ０ も の公益事業に力

を尽くしまし た。

　　 渋沢翁は企業経営の根底には道徳が必要であり 、企業の目的が利益の追求にあるとしても、その利益を

社会に還元する必要性を訴え続けました。こうした渋沢翁の思想は、今、世界で求められている経済成長と

環境や社会の調和を図る「 ＳＤＧｓ の精神」 に通じ るものであり 、現代の私たちを導く 指針ともいえます。

　 この「 渋沢栄一賞」 は、渋沢翁の功績や生き方を顕彰し 、その精神を受け継ぐ全国の企業経営者を表彰

するものです。この賞を通じて、渋沢翁ゆかり の地埼玉から 全国へ企業家のあるべき姿を発信しています。

　 第２ ４ 回となる 今年度も 現代の渋沢栄一と 呼ぶにふさわし い方に賞が贈ら れますよう 、全国の皆様から

多くの御推薦をお待ちしており ます。



渋沢栄一の精神を受け継ぐよ う な企業活動と 社

会貢献を行っている 、 地域に根差し た企業の経

営者です。  　 　 　 　 　 ※企業規模は問いません。

国・ 地方公共団体、 関係団体等から 推薦・ 情報

提供をいただきます（ 自薦は不可）。

　 推薦・ 情報提供にあたっては 渋沢栄一賞候補者概要書 に記入の上、「 6　 提出・

問合せ先」 まで電子メ ール(郵便及びＦ Ａ Ｘ も 可)で送付し てく ださ い。

　 様式は埼玉県のホームページから ダウ ンロ ード でき ます。

電子メ ール： a3710-02@ pref .saitam a.lg .jp

 （ ＦＡＸの場合： 048-830-4818）

 （ 郵便の場合： 〒330-9301　 さ いたま市浦和区高砂3-15-1　

    埼玉県産業労働部 産業労働政策課 渋沢栄一賞受付担当）

お問い合わせ電話番号： 048-830-3726

■概要書の提出にあたっては、 必ずし も 候補者の了解を得る必要はあり ません。

■推薦団体等には別途、 企業活動及び社会貢献活動の補足資料の提供を依頼する 　

　 こ と があり ます。

❶企業倫理に則り 健全かつ優れ

　 た経営を 行っ ている

❷社会貢献や地域貢献を行っ て

　 いる

●社会の新し い課題へ対応する 企業活動

●特徴のある 企業活動

●豊かな社会を実現する ための先駆的な企業活動　 など

●奨学金支給、 障害者への支援

●環境保全活動、 文化事業等への継続的支援

●国際貢献活動　 など

具体的には、 以下の❶及び❷に該当する 企業経営者です。 例と し ては、 以下のも のが挙げら れます。

1 対象者

令和7年 8月 29日（ 金）3 応募締切

渋沢栄一賞選考委員会の審査を 経て 、

埼玉県知事が決定し ま す。4 選考方法

令和8年1月に発表し 、 2月に表彰式を

行う 予定です。5 発表・ 表彰

埼玉県産業労働部　 産業労働政策課

渋沢栄一賞受付担当6 提出・ 問合せ先

2 推薦・ 情報提供方法

重　 要
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　 渋沢栄一は、 天保 1 1 （ 1 8 4 0 ） 年に現在の

埼玉県深谷市に生まれまし た。

　 慶応３ （ 1 8 6 7 ） 年に渡欧し て欧州諸国の実

情を 見聞し 、 先進諸国の社会の内情に広く 通

ずる こ と ができ まし た。 明治維新と なり 欧州

から 帰国し た栄一は、明治政府に出仕。 民部省・

大蔵省の一員と し て新し い国づく り に深く 関

わり ます。 明治６ （ 1 8 7 3 ） 年に大蔵省を辞し た

後、 栄一は実業界に転身。 道徳経済合一説を唱

え、 一民間経済人と し て活動し まし た。

　 道徳経済合一説と は、 倫理と 利益の両立を掲

げ、 利益を独占するのではなく 、 国全体を豊か

にするために、富は全体で共有するも のと し て、

社会に還元するこ と を説いたも のです。

　 栄一はその考えを実践し 、 生涯に約 5 0 0 も

の企業の設立や運営に関わり 、 また約 6 0 0 の

教育機関や社会公共事業の設立・ 運営並びに民

間外交に尽力し まし た。

　 こ れら の企業や社会事業は、 現代の社会にお

いてそれぞれの分野で中心的役割を 担っ て お

り 、 栄一の想いが時代を越えて脈々と 生き続け

ています。

▲ 院長を務めた養育院の病室を

　  訪れる栄一

参考 https ://ww w .s h ibus a wa .or.jp  
（ 公益財団法人渋沢栄一記念財団 U RL）

渋沢栄一が関係し た主な企業・ 団体

渋沢栄一が関わっ た主な社会事業

▲栄一が設立に関わっ た第一国立銀行

㈱Ｉ Ｈ Ｉ 、 ア サヒ ビ ール㈱、 王子製紙㈱、 川崎重工業㈱、 京阪電気鉄道㈱、

サッ ポロ ビ ール㈱、清水建設㈱、Ｊ Ｆ Ｅ ス チール㈱、太平洋セメ ン ト ㈱、㈱ダイ セル、

大日本明治製糖㈱、 ㈱帝国ホ テル、 東京海上日動火災保険㈱、 東京ガス ㈱、

東京証券取引所、 東宝㈱、 常磐興産㈱、 ㈱東洋経済新報社、 東陽倉庫㈱、

東洋電機製造㈱、 東洋紡㈱、 富岡製糸場、 日本銀行、 ㈱日本経済新聞社、

日本商工会議所、 日本陶料㈱、 日本郵船㈱、 東日本旅客鉄道 ㈱、 ㈱みずほ銀行、

㈱リ ーガルコ ーポレ ーショ ン 、 ㈱り そな銀行、 ㈱埼玉り そな銀行

主催： 　 　  埼玉県  ・ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　   ・

後援： 総務省・ 中小企業庁・ 全国知事会・（ 一社） 日本経済団体連合会・ 日本商工会議所・ 全国商工会連合会・

　 　 　 全国中小企業団体中央会・ 全国商店街振興組合連合会・（ 独法） 国際協力機構・（ 独法） 国際交流基金・

　 　 　（ 独法） 中小企業基盤整備機構関東本部・（ 社福） 全国社会福祉協議会・ ( 一社） 埼玉県商工会議所連合会・

　 　 　 埼玉県商工会連合会・ 埼玉県中小企業団体中央会・（ 一社） 埼玉県経営者協会・

　 　 　（ 一社） 埼玉県経営合理化協会・ 埼玉経済同友会・（ 社福） 埼玉県社会福祉協議会・

　 　 　 日本赤十字社埼玉県支部・ 日本経済新聞社さ いたま 支局・ 日刊工業新聞社さ いたま 総局

協賛：（ 公財） 埼玉県産業文化セン タ ー

★  社会福祉施設　

　   東京市養育院、 中央慈善協会、 恩賜財団慶福会、 東京市施設職業紹介所、

　   埼玉育児院、（ 社福） 白十字会、（ 社福） 埼玉県共済会、 滝乃川学園、

　   中央盲人福祉協会

★  保健団体・ 医療施設

　   日本赤十字社、（ 公社） 東京慈恵会、 聖路加国際病院、 同愛社、

会生済団財賜恩）福社（、会協防予核結本日）財公（  　

★  教育関係

 　  一橋大学、 東京女学館、 日本女子大学、 東京大学、 早稲田大学、 二松学舎大学

★  国際団体・ 親善事業

　   日仏会館、 日露協会、 日印協会、 大日本平和協会、 ルーヴェ ン国際事業委員会、

　   大東文化協会、 在米日本人会、 日米同志会、 太平洋問題調査会、

　   日本国際児童親善会

 　 　 　 　 　 　 　 　 　            ※現存する 企業、 団体等は原則と し て現在の名称で表記し ま し た。

女本日ため務も長校、りわ携に育教子女 ▲

子大学校


